
学校いじめ防止基本方針

銚子市立本城小学校

１ はじめに

いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な

成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は心身に重大な危険を

生じさせるおそれがあるものである。

本城小学校における学校いじめ防止基本方針（以下、学校基本方針）は、本城小児童の

尊厳を保持する目的の下、国・地方公共団体・学校・地域住民・家庭その他の関係者と連

携し、いじめ問題の克服に向けて取り組むため、いじめ防止対策推進法第１３条に基づき、

いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめの対処のための対策等を総合的かつ効果的に

推進するために策定するものである。

（学校いじめ防止基本方針）※いじめ防止対策推進法

第１３条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その

学校の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な

方針を定めるものとする。

目次

（１） はじめに

（２） 基本理念について

（３） 学校いじめ対策組織について

（４） いじめの未然防止について

（５） いじめの早期発見について

（６） いじめの相談・通報について

（７） いじめを認知した場合の対応について

（８） 指導について

（９） 重大事態の対応について

（１０） いじめ解消の定義

（１１） 公表・点検・評価について

（１２） 年間計画一覧

（１３） その他



２ 基本理念について

（１） いじめの定義(法第二条第一項)

この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に

在籍している等当該児童等とー定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理

的影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む）であって、当該

行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。

（２） 基本理念(法第三条)

いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての児童等に関係する問題であることに

鑑み、児童等が安心して学習その他の活動に取り組むことができるよう｡学校の内外を

問わずいじめが行われなくなるようにすることを旨として行われなければならない。

１ いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじめを行わず、及び他の児

童等に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにす

るため、いじめが児童等の心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童

等の理解を深めることを旨として行わなければならない。

２ いじめの防止等の対策は、いじめを受けた児童等の生命及び心身を保護するこ

とが特に重要であることを認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家

庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行われな

ければならない。

（３） 学校及び学校の教職員の責務(法第八条)
学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、

地域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及

び早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思

われるときには、適切かつ迅速にこれを対処する責務を有する。

３ 学校いじめ対策組織について（法第二十二条）
〔学校におけるいじめの防止等の対策のための組織〕

（１）本城小いじめ「なし」推進委員会の組織（７月・３月の年２回の開催）

① 構成メンバー

＜校内＞

・校長 ・教頭 ・教務主任 ・生徒指導主任 ・養護教諭 ・研究主任

・長欠対策担当教員 ・教育相談担当教員

＜校外＞

・学校運営協議会委員 ・スクールカウンセラー ・ＰＴＡ本部役員 ・駐在所警察官

・民生委員 ・主任児童委員 ・児童代表（会議には参加しない）



（２）本城小校内いじめ「なし」推進委員会の組織
（毎職員会議後、必要時に開催）

① 構成メンバー 全職員

＜いじめ防止の組織図＞

市 長

（報告：いじめによる自殺等重大な事案が生じた場合）

市教育委員会

（報告：いじめ実態報告）

校 長 関係諸機関

（警察を含む）

教 頭 （連携）

本城小いじめ「なし」推進委員会 児 童

＜校内組織＞＜校外組織＞ 放送人権委員会 （HJ委員会）
児童会活動

４ いじめの未然防止について

（１）児童・保護者への啓発活動
＜児童＞

・全校集会での講話

・学級活動での講話

・映像資料の活用

＜保護者＞

・学校だより、学年だより

・ホームページの活用

（２）職員の研修
＜研修のポイント＞

・教職員の不適切な発言の防止

・学校全体で暴力、暴言の排除

・いじめを誘発する要因の根絶（過度の競争意識、勝利至上主義、児童のストレス低減

など）



（３） 生徒指導の機能を重視した「わかる授業」の展開
・児童―人一人に「自己存在感」を持たせる場面

・児童一人―人に「自己決定」の場面を与える取組

・自己有用感を高めることがいじめを含めた問題行動の未然防止につながるという考え

から

（４） 計画的・組織的な指導計画と実践及び児童の自発的な活

動を支援する取組
・道徳教育

・自発性を高める視点での学級活動

・いのちを大切にするキヤンペーン

・豊かな人間関係づくり実践プログラム

・いじめゼロ宣言

・児童会の活動

（５） 児童の活動：放送・人権委員会（ＨＪ委員会）
・いじめ撲滅の呼びかけ

・いじめゼロ宣言署名活動

５ いじめの早期発見について

（１）定期的なアンケート調査（月１回、２０日前後に実施）
・調査実施時期（朝の会等）・調査項日・調査方法の配慮

（調査項目は、インターネットを通じたいじめ内容も含む）

・調査から得られた情報についての対応（全体指導・個別指導）

・管理職への結果の報告

・プライバシーの厳守

（２）定期的な教育相談（６月・１０月・２月の年３回の実施）
・学級担任が中心となる全員を対象とした教育相談（悩み・進路・学習・友人）

・アンケート調査後に実施（一人１０分～１５分）

・必要に応じて、保護者に連絡し家庭との連携

・必要に応じて、校内推進委員会で協議し、組織で対応

・出てきた問題を「語る会」で共通理解 分かった段階で管理職に報告

（３）適宜必要に応じた教育相談
・担任だけでなく、養護教諭や全ての職員が必要と思われる児童を対象に教育相談

（悩み・学習・友人）～相談ポストや直接の相談に対応。管理職に必ず報告

・必要に応じて、保護者に連絡し家庭との連携

・必要に応じて、校内推進委員会で協議し、組織で対応

（４）観察と巡回
・休み時間等、授業時間以外の児童の人間関係を観察（特に、休み時間で一緒に遊ぶ

中で。）

・日常的にトイレ、体育館、特別教室等の巡回



６ いじめの相談･通報について

（１）学校内でいじめ相談・通報窓口の設置
・生徒指導主任、養護教諭、特別支援教育担当が窓口となる

・「話す勇気」の指導は、全校集会や低、中、高学年集会で行う

（２）学校外でいじめ相談窓口の設定
・教育相談専用ダイヤル（0479-23-5954）
・地域の民生委員、児童委員

・各地区子ども会の役員

・「話す勇気」の指導は、全校集会や各学級の学級活動で行う

７ いじめを認知した場合の対応について
＜認知の段階での対応＞

本城小いじめ「なし」推進委員会の立ち上げ

・いじめの疑いを認識した職員が生徒指導主任に報告。

↓

・生徒指導主任が管理職に報告し、校内組織が対応策を検討

・校外組織、関係諸機関との連携

（１）いじめを受けた児童
教育相談・事実確認

・心情を理解した具体的対応・徹底して守り抜くことを本人、保護者に伝える。

・今後の対応について説明。不安な点を聞き、対策案を示す。

・細かな点に配盧した対応について具体例を示す。

（２）いじめを行った児童
教育相談・事実確認

・聴取の体制、記録の保存、聴取時間や場所の環境に配慮する。休憩や食事の時間の確

保、暴言や威圧等の不適切な聴取方法をしない。

・いじめを行った児童が、周辺の児童やいじめを受けた児童に圧力（物理的、精神的）

をかけることを防止するよう留意する。

（３）周辺の児童
教育相談・事実確認～情報の収集（アンケート調査等）

（４）保護者
・結果について、いじめを受けた児童・その保護者への情報提供、いじめを行った児

童・その保護者に事実を通知する。



８ 指導について

（１）いじめを受けた児童へのケア
・安心して学校生活が送れるための支援

・カウンセラーの活用

・周囲の仲間の支援体制

・保護者への支援

・複数の教職員による相談窓口

（２）いじめを行った児童への指導
・いじめは絶対に許されないと強く指導するとともに、なぜそのような行動をとってし

まったのか、背景を探る。

・保護者への助言

・いじめを受けた児童やその情報を提供した児童へ圧力を加えない旨の指導

（３）全体指導
・いじめは許されない行為で、それを許さない環境を作っていこうと再確認する｡もし、

見たり聞いたりした場合は、勇気をもって教師に話すことの意識付けをする。

（４）場合により、加える指導：保護者への理解をお願いする場面
①指導後もいじめを受けた児童が恐怖のあまり教室に入れなかった場合、いじめを受け

た児童が安心して学習に取り組むことができるようにするため、いじめを行った児童

を別の場所で学習をする等の措置をとる。

②児童がいじめを行っていて、教育上必要があると認める場合は、学校教育法第十一条

に基づき、適切に、当該児童に対して懲戒を加える措置をとる。

９ 重大事態の対処について

（１） 重大事態の基準
・いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めると

き。

・いじめにより児童が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある

と認めるとき。

（２） 重大事態が発生した場合の対応
①市教育委員会・市・県への報告、指導を受ける

場合により警察等関係諸機関へ連絡

②いじめ「なし」推進委員会・職員会議の実施

③保護者（Ｐ会長他）への連絡、保護者会の実施

④マスコミ対応と窓口の一本化（教頭）

⑤スクールカウンセラー等校外組織に連絡し、援助を受ける

⑥児童への援助：重大事態発生翌日の対応 他



１０ いじめ解消の定義について
いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできない。いじめが「解消してい

る」状態とは、少なくとも、次の２つの要件が満たされている必要がある。ただし、これ

らの要件が満たされている場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して判断するも

のとする。

（１）いじめに係る行為が止んでいること
被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行

われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の

期間とは、少なくとも３か月を目安とする。ただし、いじめの被害の重大性等からさ

らに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず、より長期

の期間を設定するものとする。教職員は、相当の期間が経過するまでは、被害・加害

児童の様子を含め状況を注視し、期間が経過した段階で判断を行う。行為が止んでい

ない場合は、改めて、相当の期間を設定して状況を注視する。

（２）被害児童が心身の苦痛を感じていないこと
いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童がいじ

めの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童本人及びその

保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。

学校は、いじめが解消に至っていない段階では、被害児童を徹底的に守り通し、そ

の安全・安心を確保する責任を有する。いじめ「なし」推進委員会においては、いじ

めが解消に至るまで被害児童の支援を継続するため、支援内容、情報共有、教職員の

役割分担を含む対処プランを策定し、確実に実行する。

上記のいじめが「解消している」状態とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、「解

消している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得ること

を踏まえ、教職員は、当該いじめの被害児童及び加害児童については、日常的に注意

深く観察する必要がある。

１１ 公表・点検・評価
本城小いじめ「なし」推進基本方針の公表・点検・評価について

・ホームページで公表する。教育計画で公表する。

・学校だよりで公表する。

・学校評価アンケートの中で、「いじめ問題への取組」項目を設け、保護者・職員で評

価する。

・本城小いじめ防止基本方針を毎年２月に見直し、点検、改善を図る。



１２ 年間計画一覧
月 いじめ「なし」推 校内いじめ「なし」 いじめ実態調査ア 教育相談 児童：ＨＪ委 職員会議時実施 ＰＤ 備 考

進委員会 推進委員会 ンケート 員会活動 児童を語る会 ＣＡ

４ ○ ○ ○ ○ 家庭訪問

（児童自宅確認）

５ ○ ○ ○

６ ○ ○ ○ ○ ○ 調査 いのちを大切にするキ

ャンペーン集会

７ ○ ○ ○ ○ 分析 個人面談

８ ○ ○ 見直

９ ○ ○ ○ ○ 公表 ＨＪ委員会：いじめ撲

滅キャンペーン

１０ ○ ○ ○ ○

１１ ○ ○ ○ ○

１２ ○ ○ ○ 調査

１ ○ ○ ○ ○ 分析 ネット安全教育

２ ○ ○ ○ ○ 見直

３ ○ ○ ○ ○ 公表

１３ 策定および改正

（１） 策定日 平成２６年５月８日

（２） 平成２７年３月１２日 一部を改正

（３） 平成２８年３月１０日 一部を改正

（４） 平成３０年３月 ８日 一部を改正

（５） 令和２年４月 １５日 一部を改正

（６） 令和３年４月 １５日 一部を改正

（７） 令和５年４月 １４日 一部を改正


